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  （百万円未満切捨て）

１．2018年7月期の運用、資産の状況（2018年2月1日～2018年7月31日） 

(1）運用状況 （％表示は対前期増減率）
 
  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
2018年7月期 657 57.8 235 63.1 135 20.0 134 20.0 
2018年1月期 416 33.4 144 34.0 113 436.0 112 467.1 

 

 
１口当たり 
当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

営 業 収 益 
経常利益率 

  円 ％ ％ ％ 
2018年7月期 1,985 2.6 1.1 20.7 
2018年1月期 2,703 3.0 1.3 27.1 

 

(2）分配状況 

 

１口当たり 
分配金 

（利益超過
分配金は
含まな
い） 

分配金総額 
（利益超過
分配金は
含まな
い） 

１口当たり 
利益超過 
分配金 

利益超過 
分配金総額 

１口当たり 
分配金 
（利益超
過分配金
を含む） 

 

分配金総額 
（利益超過
分配金を含

む） 

配当性向 
純資産 
配当率 

  円 百万円 円 百万円 円 百万円 ％ ％ 
2018年7月期 1,917 134 1,332 93 3,249 228 100.0 2.1 
2018年1月期 1,913 79 1,345 55 3,258 135 70.8 2.1 

（注1）2018年1月期の1口当たり利益超過分配金1,345円のうち、一時差異等調整引当額は789円、その他の利益超過分配 

    金は556円です。 

（注2）2018年7月期の利益超過分配金総額は、全額、その他利益超過分配金です。 

（注3）2018年7月期の配当性向は、期中に新投資口の発行を行ったため、以下の計算式によって算出しています。 

    配当性向＝分配金総額（利益超過分配金を含まない）÷当期純利益×100 

（注4）2018年1月期の配当性向及び純資産配当率について、利益超過分配金を含まない分配金と一時差異等調整引当額に

    よる利益超過分配金の合計によりそれぞれを算出した場合は、配当性向は100.0％、純資産配当率は3.0％となり 

    ます。 

    それぞれ次の算式により算出しております。 

    配当性向＝（利益超過分配金を含まない分配金＋一時差異等調整引当額による利益超過分配金）÷ 

当期純利益×100
    純資産配当率＝（利益超過分配金を含まない分配金＋一時差異等調整引当額による利益超過分配金）÷ 

（（期首純資産＋期末純資産）÷２）×100
（注5）利益超過分配金（出資の払戻し）を行ったことによる純資産減少割合は、2018年1月期においては0.004、 
    2018年7月期は0.011です。 
 
 

(3）財政状態  
 
  総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 
2018年7月期 15,012 6,653 44.3 94,524 
2018年1月期 8,794 3,785 43.0 91,015 

 
 
 
 
 

 



(4）キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
2018年7月期 420 △5,910 5,839 726 
2018年1月期 297 △1 △164 377 

 

２．2019年1月期の運用状況の予想（2018年8月1日～2019年1月31日）及び2019年7月期の運用状況の予想（2019年2月1日

～2019年7月31日） 

  （％表示は対前期増減率） 
 

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１口当たり分配金 
（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり 
利益超過分配金 

１口当たり分配金 
（利益超過分配金

を含む） 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円 
2019年1月期 913 38.9 290 23.2 179 31.8 178 32.0 1,859 1,401 3,260 
2019年7月期 941 3.1 271 △6.6 208 16.5 207 16.6 2,167 1,033 3,200 
 
（参考）１口当たり予想当期純利益（2019年1月期）1,859円、１口当たり予想当期純利益（2019年7月期）2,167円 

想定期末発行済総投資口数 95,766口 

 

※ その他 

(1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更               ：無 

③ 会計上の見積りの変更                 ：無 

④ 修正再表示                           ：無 
 

 
(2）発行済投資口の総口数 

① 期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 2018年7月期 70,391 口 2018年1月期 41,589 口 

② 期末自己投資口数 2018年7月期 － 口 2018年1月期 － 口 

（注）１口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、後記26ページ「１口当たり情報に関する注

記」をご覧ください。 
 
 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号、その後の変更を含みます。以下「金融商品取引法」といい

ます。）に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく監査手続は

終了していません。 

 

※ 運用状況の予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本書に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、本投資法人が現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。運用状況の予想の前提条件については、後記6ページ記

載の「2019年1月期（2018年8月1日～2019年1月31日）及び2019年7月期（2019年2月1日～2019年7月31日）運用状況の

予想の前提条件」をご参照ください。 

 
以 上 
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１．投資法人の関係法人

投資法人の仕組み 

 最近の有価証券届出書（2018年7月20日提出）における「投資法人の仕組み」から重要な変更がないため開示を省略

します。 

 

２．運用方針及び運用状況

(１）運用方針 

2018年7月20日付で提出された有価証券届出書における「投資方針」、「投資対象」、「分配方針」から重要な変更

がないため開示を省略します。

 

(２）運用状況 

① 当期の概況 

ａ．本投資法人の主な推移 

 本投資法人は、「投資信託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）」に基づき、アールジ

ェイ・インベストメント株式会社（以下「本管理会社」といいます。）を設立企画人として、2016年8月2日に設

立され、2016年9月26日に関東財務局への登録が完了（登録番号 関東財務局長 第123号）、2017年3月29日に株

式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）インフラファンド市場（銘柄コード9283）に上

場しました。

ｂ．投資環境と運用実績 

 本投資法人の当期初早々、米国での良好な雇用統計の結果を受けた利上げ観測の高まりから米国株式市場が急

落、それに加え、為替相場も円高ドル安が進行し、日本株式は大幅下落となりました。

 それ以降は、米中貿易摩擦の激化や南欧諸国の政局不安が伝えられるなどのマイナス要因はあったものの、引

き続き米国経済が好調であることなどを背景とした株式相場の上昇局面や、FRBの利上げ観測から為替相場が円

安ドル高へ進行する展開も見られ、日本株式も一進一退の動きとなりました。結果として日経平均株価で見ます

と、概ね21,000円～23,000円のレンジ内での値動きとなりました。

 本投資法人は、規約に定める資産運用の基本方針等に基づき、一般募集（公募）による新投資口の発行による

手取金及び借入金により、2017年3月29日付取得した8物件（合計パネル出力21.766メガワット、取得価格合計

8,258百万円）及び2018年2月21日付取得した9物件（合計パネル出力14.035メガワット、取得価格合計5,828百万

円）、合計で17物件（パネル出力35.801メガワット、取得価格14,086百万円）の太陽光発電設備等の運用を行い

ました。その他、当期において資産の追加取得または資産の譲渡は行っておりません。

ｃ．資金調達の概要 

 当期におきましては、2018年2月15日に公募による投資口の追加発行（27,470口）、2018年3月12日には、第三

者割当による新投資口の発行（1,332口）を実施しており、当期末時点における出資総額は6,590百万円、発行済

投資口の総口数は70,391口となっています。また、再生可能エネルギー発電設備等９物件の取得資金及びそれに

関連する諸費用（消費税及び地方消費税を含みます。）に充当するため、2018年2月21日付にて、3,988百万円の

資金の借入を行いました。一方で、前期及び当期中において、約定弁済及び一部期限前弁済を行い、当期末時点

の借入金は、7,862百万円となりました。この結果、総資産に占める有利子負債の割合については、当期末時点

で52.4％となっています。

ｄ．業績及び分配の概要 

 当期の業績は、営業収益657百万円、営業利益235百万円、経常利益135百万円、当期純利益134百万円となりま

した。

 分配金については、本投資法人の規約第37条に定める金銭の分配の方針に基づき、租税特別措置法第67条の15

に規定される配当可能利益の額の100分の90に相当する金額を超えるものとします。

 当期は、4月以降に変動賃料収入2.7百万円が発生したため、当初3,200円と予想していた１口当たり分配金の

額を、49円(+1.5％)上回る3,249円とします。当期の投資口１口当たり分配金3,249円の内訳はそれぞれ、利益分

配金1,917円、その他の利益超過分配金1,332円となります。
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② 次期の見通し 

 今後の日本経済は、引き続き実質GDP成長率の前年比プラスが見込まれ、2018年12月には戦後最長の景気拡大期に

並び、その後の記録更新も視野に入ってきております。オリンピックを控え、建設需要はまだまだ旺盛であり、首都

圏での再開発案件の増加などが景気を押し上げる要因となっています。また好調な海外経済の恩恵を受け、輸出の拡

大も見込まれています。一方で、米中貿易摩擦における対立の激化や、中東情勢の緊迫による原油価格の上昇など、

国際金融市場に少なからず影響を与える事象もあり、海外経済の動向等については、今後も注視していく必要がある

と考えます。

 再生可能エネルギー発電のうちその多くを占める太陽光発電設備については、固定価格買取制度の導入後、電気事

業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年法律第108号。その後の改正を含み、以下

「再エネ特措法」といいます。）による設備認定、ならびに2017年4月１日施行の電気事業者による再生可能エネル

ギー電気の調達に関する特別措置法等の一部を改正する法律（平成28年法律第59号。その後の改正を含み、以下「再

エネ特措法改正法」といいます。）による事業認定を受けた10kW以上の太陽光発電設備（非住宅用）の容量は、2017

年9月末時点で6,635万kWあり、そのうち3,173万kWが導入（運転開始）済みとなっています。 

 また本年7月、経済産業省から発表された「第5次エネルギー基本計画」においては、明確に「再生可能エネルギー

の主力電源化」が謳われており、「長期エネルギー需要見通し（エネルギー・ミックス）」においても、2030年にお

ける太陽光発電の電源構成比の見込値は7.0％程度、2017年9月現在の導入量と比べると約1.5倍まで拡大することが

見込まれています。

 以上のことから本投資法人では、スポンサーであるリニューアブル・ジャパン株式会社（以下「スポンサー」とい

います。）が企画・計画中の風力発電設備やバイオマス発電設備などの電源についても注視しながら引き続き太陽光

発電設備を主たる投資対象とし、以下に掲げる成長戦略に基づき、資産の取得及び運用を行っていく方針です。

 

今後の運用見通し 

（イ）外部成長

本投資法人及び本管理会社は、スポンサーが培った再生可能エネルギー専業会社ならではの開発及び運営ノ

ウハウを享受しつつ、これに本管理会社独自のノウハウを織り交ぜていくことによって、本投資法人の中長期的

な成長に寄与することができるものと考えています。本投資法人及び本管理会社は、外部成長に関連するスポン

サーからの様々なサポートを活用することが可能であり、それらが今後の外部成長に寄与すると考えています。

実際に本投資法人は、スポンサーから付与された優先的売買交渉権を活用することにより、資産の拡大を図る方

針であり、後述する「決算後に生じた事実」に記載の通り、2018年8月10日に8物件追加取得しています。当該8

物件の内、4物件はスポンサーから、4物件はスポンサーの資本業務提携先である東急不動産株式会社（以下「東

急不動産」といいます。）からそれぞれ取得しています。2017年8月、スポンサーと資本業務提携した東急不動

産とは、その提携の一環として資産規模2,000億円の共同出資ファンドの組成も進んでいることもあり、かかる

状況下、スポンサー及び東急不動産から優良なインフラ資産の提供を受けることも可能になっています。

このようにスポンサーは、これまでの太陽光発電事業を通じて、EPC（再生可能エネルギー発電設備の設計、

工事部材の調達及び再生可能エネルギー発電設備の建設）として自社が開発する発電所はもとより、東急不動産

をはじめとする太陽光発電事業を営む他の事業会社、ファンド運営会社、個人事業主などの第三者とのリレーシ

ョンやネットワークを有しており、これらによって得られた第三者保有物件の売却情報について、スポンサーサ

ポート契約に基づき優先的に本投資法人が情報提供を受けることができるものとされており、引き続き本投資法

人の外部成長に資するものと本投資法人は考えています。

（ロ）管理運営（内部成長） 

 本投資法人は、保有する全ての発電設備のO&M業務をスポンサーに委託しており、本管理会社がO&M業者を管

理・監督します。

 スポンサーは、自社でEPC事業も行っている経験と知見を活用しながら、各種の有資格者を含む専門家集団に

よる体制づくりなどを着々と進めています。また自社開発による発電設備管理システム「Solar Value（再生可

能エネルギー発電設備について安定した管理を行うためにスポンサーが自社で開発したシステム）」の活用によ

り、データ分析を含めた運転状況の分析や定期点検などを今後も行って参ります。

 これらによる発電設備の円滑な稼働が、安定した発電事業に繋がり、中長期的に安定した収益を生んでいくも

のと考えます。
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③ 運用状況の見通し 

 2019年1月期（2018年8月1日～2019年1月31日）及び2019年7月期（2019年1月31日～2019年7月31日）の運用状況

については、以下のとおり見込んでいます。運用状況の前提条件につきましては、後記6ページ記載の「2019年1月

期（2018年8月1日～2019年1月31日）及び2019年7月期（2019年2月1日～2019年7月31日）運用状況の予想の前提条

件」をご参照ください。 

  （％表示は対前期増減率） 
 

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１口当たり分配金 
（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり 
利益超過分配金 

１口当たり分配金 
（利益超過分配金

を含む） 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円 
2019年1月期 913 38.9 290 23.2 179 31.8 178 32.0 1,859 1,401 3,260 
2019年7月期 941 3.1 271 △6.6 208 16.5 207 16.6 2,167 1,033 3,200 

（注）上記予想数値は、一定の前提条件の下に算出した現時点のものであり、今後の再生可能エネルギー発電設備等の取得若しくは売

却、インフラ市場等の推移、金利の変動、今後のさらなる新投資口の発行、又は本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等に

より、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分配金（利益超過分配金は含みません。）、１口当たり

利益超過分配金及び１口当たり分配金（利益超過分配金を含みます。）は変動する可能性があります。また、本予想は分配金及

び利益超過分配金の額を保証するものではありません。 

 

④ 決算後に生じた事実 

ａ．新投資口の発行 

 本投資法人は、2018年7月20日及び2018年7月31日開催の本投資法人役員会において、新投資口の発行に関し決

議いたしました。なお、2018年8月7日及び2018年9月5日にそれぞれ払込が完了しております。この結果、2018年

9月5日付で出資総額9,034,495千円、発行済投資口の総口数は、95,766口となっております。 

 

（ⅰ）公募による新投資口の発行（一般募集） 

・発行新投資口数              24,167口 

・発行価格（募集価格）        １口当たり金100,425円 

・発行価格（募集価格）の総額  2,426,970,975円 

・発行価額（払込金額）        １口当たり金96,305円 

・発行価額（払込金額）の総額  2,327,402,935円 

・払込期日                    2018年8月7日 

・調達する資金の使途          一般募集における手取金については、本投資法人が取得する特定資産の取 

               得資金の一部に充当しております。 

（ⅱ）第三者割当による新投資口の発行 

・発行新投資口数              1,208口 

・発行価額（払込金額）        １口当たり金96,305円 

・発行価額（払込金額）の総額  116,336,440円 

・割当先及び割当投資口数      ＳＭＢＣ日興証券株式会社  1,208口 

・払込期日                    2018年9月5日 

・調達する資金の使途          第三者割当による新投資口の発行の手取金については、借入金返済資金の 

               一部に充当する予定です。 

 

なお、上記の新投資口の発行による発行済投資口の総口数の推移は以下のとおりです。 

・2018年7月31日現在の発行済投資口の総口数            70,391口 

・一般募集に係る新投資口の発行による増加投資口数     24,167口 

・第三者割当に係る新投資口の発行による増加投資口数    1,208口 

・上記新投資口の発行後の発行済投資口の総口数         95,766口 
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ｂ．資金の借入れ 

 本投資法人は、2018年8月10日付で、下記のとおり、資金の借入れを行いました。この借入金は、下記「c．資

産の取得」に記載した新規取得資産の取得資金及びそれに関連する諸費用（消費税及び地方消費税を含みま

す。）の一部に充当しております。 

区分 借入先
借入金額 

(百万円) 

利率

(注2) 

借入

実行日

最終返済

期日

返済

方法
担保

短期

(注1)

株式会社三井住友銀行 
株式会社あおぞら銀行 460

６ヶ月物 
の日本円 
TIBORに 
0.2％を 

加えた利率 
(注3） 

2018年 
8月10日 

2019年 
1月31日 

返済期日に 
一括返済 

有担保 

無保証 

長期

(注1)

株式会社東京スター銀行 

株式会社常陽銀行 

株式会社北陸銀行 

株式会社りそな銀行 

第一生命保険株式会社 

4,000

３ヶ月物 
の日本円 
TIBORに 
0.7％を 

加えた利率 
(注4） 

2018年 
8月10日 

2028年 
8月9日 一部分割返済

有担保 

無保証 

（注1）短期借入金とは融資実行日から最終返済期日までの期間が1年以下である借入れをいい、長期借入金とは最終返済期日までの期間 
    が1年超である借入れをいいます。 
（注2）融資手数料等は含まれません。 
（注3）基準金利は、借入実行日の2営業日前における一般社団法人全銀協TIBOR運営機関が公表する6ヶ月日本円TIBORとなります。日本 
    円TIBORについては、一般社団法人全銀協TIBOR運営機関のホームページ（http://www.jbatibor.or.jp/）でご確認いただけます。 
（注4）各利払期日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利は、借入実行日又は利息計算期間の初日の2営業日前における一般社団法 
    人全銀協TIBOR運営機関が公表する3ヶ月日本円TIBORとなります。かかる基準金利は、各利払期日毎に見直されます。日本円TIBOR 
    については、一般社団法人全銀協TIBOR運営機関のホームページ（http://www.jbatibor.or.jp/）でご確認いただけます。 

 

ｃ．資産の取得 

 本投資法人は、2018年8月10日付で以下の再生可能エネルギー発電設備等を取得しました。 

物件番号 物件名称 所在地
取得価格（百万円）

（注）

S-18 北海道芦別市1号・2号・3号太陽光発電所 北海道芦別市 1,517

S-19 北海道苫小牧市柏原太陽光発電所 北海道苫小牧市 837

S-20 宮城泉区実沢太陽光発電所 宮城県仙台市泉区 1,079

S-21 三重伊勢市赤目太陽光発電所 三重県伊勢市 846

S-22 三重伊勢市岡山太陽光発電所 三重県伊勢市 351

S-23 三重平生太陽光発電所 三重県度会郡度会町 265

S-24 一関市金沢第二太陽光発電所 岩手県一関市 866

S-25 宮城登米市米川太陽光発電所 宮城県登米市 270

合計（8物件） 6,031

（注）「取得価格」は、各取得資産に係る売買契約に記載された売買金額（資産取得に関する業務委託報酬等の取得経費、固定資産

税、都市計画税、消費税等相当額及びその他手数料等を除きます。）を、百万円未満を切捨てて記載しています。 
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2019年1月期（2018年8月1日～2019年1月31日）及び2019年7月期（2019年2月1日～2019年7月31日）運用状況の 

予想の前提条件 

 

項目 前提条件 

計算期間 

・  2019年1月期（第4期）（2018年8月1日～2019年1月31日） 

  （184日） 

・  2019年7月期（第5期）（2019年2月1日～2019年7月31日） 

  （181日） 

運用資産 

・  2018年7月期（第3期）末に保有している17物件（以下「取得済資産」といいます。）に加

   え、2018年8月10日に取得した8物件（以下「取得資産」といいます。）を加えた計25物件

   を保有していることをそれぞれ前提としています。

・  2019年7月期（第5期）末までの間に上記の取得資産の取得を除く運用資産の変動（新規物 

   件の取得、保有物件の処分等）が生じないことを前提としています。 

・  実際には取得資産以外の新規物件の取得又は保有物件の処分等により変動が生ずる可能性 

     があります。 

営業収益 

・ 保有資産の賃貸事業収益については、本書の日付現在効力を有する太陽光発電設備等に係

る賃貸借契約に記載されている年間時別日射量データベース等を基に第三者によって算出

された発電量予測値を勘案して算定された月毎の総予想売電収入額の１年間の合計金額か

ら必要経費（公租公課、保険料（財物保険を除きます。）及びオペレーターに対する報酬

を含みますが、これらに限られません。）の１年間の見込金額を控除した額を12で除した

額に月毎に一定の割合を乗じた額の基本賃料を基準に算出しています。なお、保有資産の

賃借人から報告される実際の発電量に基づく月毎の総実績売電収入額が上記の月毎の総予

想売電収入額の110％相当額を上回る場合に発生する変動賃料（以下「変動賃料」といい

ます。）については見込んでいません。但し、2018年8月は既に変動賃料が発生したため

2019年1月期（第4期）の営業収益には5.4百万円の変動賃料が含まれています。 

・ 営業収益については、保有資産の賃貸事業収益を前提としており、保有資産の売却を目的

とはしておりません。 

・ 賃貸事業収益については、賃料の滞納又は不払いがないことを前提としています。 

営業費用 

・ 主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用については、過去の実

績値をベースに、費用の変動要素を反映して算出しています。 

・ 本投資法人では、太陽光発電設備等の取得にあたり、固定資産税等については、売主との

間で期間按分により精算しており、当該精算相当額については、取得年度において取得原

価に算入します。したがって、2018年8月取得資産に係る2018年度の固定資産税等は費用

として計上していません。なお、2018年8月取得資産について取得原価に算入する固定資

産税等の精算金の総額は1百万円を見込んでいます。また、以降発生する固定資産税等に

ついては2019年7月期（第5期）から費用計上されます。 

・ 減価償却費については、付随費用等を含めて定額法により算出しており、2019年1月期

（第4期）に407百万円、2019年7月期（第5期）に414百万円をそれぞれ見込んでいます。 

営業外費用 

・ 創立費に係る費用として、2019年1月期（第4期）に80万円、2019年7月期（5期）に80万円

をそれぞれ見込んでいます。 

・ 2018年8月新投資口の発行等に係る費用として、2019年1月期（第4期）に46百万円を見込

んでいます。 

・ 支払利息その他融資関連費用として、2019年1月期（第4期）に51百万円、2019年7月期

（第5期）に49百万円をそれぞれ見込んでいます。 

借入金 

・ 有利子負債総額は、2019年1月末11,346百万円、2019年7月末10,987百万円を前提としてい

ます。 

・ 2019年1月期（第4期）末のLTVは54.2％程度、2019年7月期（第5期）末のLTVは53.7％程度

となる見込みです。 

LTVの算出にあたっては、次の算式を使用しています。 

LTV＝有利子負債総額÷資産総額×100 
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項目 前提条件 

発行済投資口の 

総口数 

・ 2018年7月31日時点における発行済投資口70,391口に加えて、2018年8月一般募集による新

投資口の発行（24,167口）及び2018年9月第三者割当による新投資口の発行（1,208口）に

よって新規に発行した投資口合計95,766口を前提としています。 

・ 2019年7月期（第5期）末までに新投資口の発行等による投資口数の変動がないことを前提

としています。 

・ １口当たり分配金（利益超過分配金を含む）、１口当たり分配金（利益超過分配金は含ま

ない）及び１口当たり利益超過分配金は、2019年1月期（第4期）及び2019年7月期（第5

期）の予想期末発行済投資口数95,766口により算出しています。 

1口当たり分配金 

（利益超過分配金は含

まない） 

・ １口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める金銭の分

配の方針に従い分配することを前提として算出しています。 

・ 金利スワップの時価の変動が１口当たり分配金に影響がない前提で算出しております。 

・ 運用資産の変動、賃借人の異動若しくは賃貸借契約の内容の変更等に伴う賃料収入の変動

又は予期せぬ修繕の発生等を含む種々の要因により、１口当たり分配金（利益超過分配金

は含まない）は変動する可能性があります。 

 

1口当たり 

利益超過分配金 

・ １口当たり利益超過分配金は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針に従い算出し

ます。 

・ 本投資法人は、長期修繕計画に基づき想定される各計算期間の資本的支出の額に鑑み、長

期修繕計画に影響を及ぼさず、かつ、資金需要（投資対象資産の新規取得、保有物件の維

持・向上に向けて必要となる資本的支出等、本投資法人の運転資金、債務の返済及び分配

金の支払等）に対応するため、融資枠等の設定状況を勘案の上、本投資法人が妥当と考え

る現預金を留保した上で、本投資法人の財務状態に悪影響を及ぼさない範囲で、当該計算

期間の減価償却費の35％に相当する金額を上限の目途として、利益を超えた金銭の分配

（出資の払戻し）を原則として毎計算期間実施する方針です。 

・ 本投資法人は減価償却費の負担がある一方で、債務の返済、資本的支出である修繕費他の

資金の支払を実施しても、資金の留保が見込まれる場合、将来の資金繰りや適切な投資主

還元等を勘案し、上記の方針に従って利益超過分配金の実施を検討します。 

・ 本投資法人は2019年1月期（第4期）及び2019年7月期（第5期）の１口当たり分配金（利益

超過分配金を含む）については、運用資産から生じる賃貸事業収益、運用資産に係る賃貸

事業費用及び借入金の支払利息その他融資関連費用等を鑑み、3,200円程度の水準として

おり、そのうち利益超過分配金は、2019年1月期（第4期）については、1,401円、2019年7

月期（第5期）については、1,033円を想定しています。かかる利益超過分配金について

は、上記の通り減価償却費の35％に相当する金額を上限の目途として算出しており、2019

年1月期（第4期）は減価償却費の32.9％に相当する金額、2019年7月期（第5期）は23.9％

に相当する金額をそれぞれ想定しています。但し、経済環境、再生可能エネルギー発電事

業に関する市場環境、本投資法人の財務状況等諸般の事情を総合的に考慮した上で、修繕

や資本的支出への活用、借入金の返済、新規物件の取得資金への充当、自己投資口の取得

などの他の選択肢についても検討の上、利益を超えた金銭の分配（出資の払戻し）を実施

しない場合や上記の上限の目途よりも少ない金額にとどめる場合もあります。利益を超え

た金銭の分配（出資の払戻し）の実施は手元資金の減少を伴うため、突発的な事象等によ

り本投資法人の想定を超えて資本的支出等を行う必要が生じた場合に手元資金の不足が生

じる可能性や、機動的な物件取得に当たり資金面での制約となる可能性があります。ま

た、利益を超えた金銭の分配（出資の払戻し）を実施した場合、当該金額は出資総額又は

出資剰余金から控除されます。 

・ 2019年1月期（第4期）及び2019年7月期（第5期）における利益超過分配（一時差異等調整

引当額）は、金利スワップの時価の変動がない前提で算出しているため見込んでいませ

ん。 
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項目 前提条件 

その他 

・ 法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法人投資信

託協会の定める規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを

前提としています。 

・ 一般的な経済動向、太陽光発電設備の市況及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じな

いことを前提としています。 

 

（３）投資リスク 

    2018年7月20日付で提出された有価証券届出書における「投資リスク」から重要な変更がないため開示を省略 

   します。 
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３．財務諸表

（１）貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前期 

2018年1月31日 
当期 

2018年7月31日 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 ※２ 377,068 ※２ 726,877 

営業未収入金 ※２ 772 ※２ 2,820 

前払費用 28,270 62,507 

繰延税金資産 11 13 

その他 247 990 

流動資産合計 406,369 793,208 

固定資産    

有形固定資産    

機械及び装置 8,048,120 13,615,786 

減価償却累計額 △290,157 △567,896 

機械及び装置（純額） ※２ 7,757,963 ※２ 13,047,890 

土地 ※２ 131,417 ※２ 423,965 

有形固定資産合計 7,889,380 13,471,855 

無形固定資産    

借地権 ※２ 382,400 ※２ 565,527 

ソフトウエア 7,178 6,308 

無形固定資産合計 389,578 571,836 

投資その他の資産    

差入保証金 15,000 18,533 

長期前払費用 87,272 150,931 

投資その他の資産合計 102,272 169,464 

固定資産合計 8,381,231 14,213,156 

繰延資産    

創立費 6,572 5,767 

繰延資産合計 6,572 5,767 

資産合計 8,794,173 15,012,133 
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    （単位：千円） 

 
前期 

2018年1月31日 
当期 

2018年7月31日 

負債の部    

流動負債    

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 288,987 ※２ 489,515 

未払金 40,926 72,476 

未払費用 4,544 6,379 

未払消費税等 8,445 24,191 

未払法人税等 703 880 

預り金 41 2,394 

その他 247 990 

流動負債合計 343,895 596,827 

固定負債    

長期借入金 ※２ 4,409,518 ※２ 7,373,263 

デリバティブ債務 52,647 48,973 

資産除去債務 202,904 339,423 

固定負債合計 4,665,070 7,761,660 

負債合計 5,008,966 8,358,487 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 3,725,417 6,590,755 

出資総額控除額    

一時差異等調整引当額 ※３ △19,796 ※３ △52,610 

その他の出資総額控除額 - △23,123 

出資総額控除額合計 △19,796 △75,733 

出資総額（純額） 3,705,621 6,515,022 

剰余金    

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 132,233 187,597 

剰余金合計 132,233 187,597 

投資主資本合計 3,837,854 6,702,619 

評価・換算差額等    

繰延ヘッジ損益 △52,647 △48,973 

評価・換算差額等合計 △52,647 △48,973 

純資産合計 ※１ 3,785,207 ※１ 6,653,645 

負債純資産合計 8,794,173 15,012,133 

 

- 10 -

日本再生可能エネルギーインフラ投資法人（9283）2018年7月期決算短信



（２）損益計算書

    （単位：千円） 

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

営業収益    

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸収入 ※１ 416,826 ※１ 657,548 

営業収益合計 416,826 657,548 

営業費用    

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸費用 ※１ 189,221 ※１ 319,849 

資産運用報酬 32,858 54,529 

資産保管・一般事務委託手数料 8,861 12,236 

役員報酬 2,400 2,400 

その他営業費用 38,851 32,599 

営業費用合計 272,192 421,615 

営業利益 144,633 235,932 

営業外収益    

受取利息 1 2 

受取保険金 394 312 

その他 0 - 

営業外収益合計 396 314 

営業外費用    

支払利息 25,061 35,822 

融資関連費用 6,038 9,080 

創立費償却 804 804 

投資口交付費 - 54,738 

営業外費用合計 31,904 100,446 

経常利益 113,125 135,801 

税引前当期純利益 113,125 135,801 

法人税、住民税及び事業税 703 880 

法人税等調整額 10 △2 

法人税等合計 713 878 

当期純利益 112,412 134,923 

前期繰越利益 19,821 52,673 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 132,233 187,597 
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（３）投資主資本等変動計算書

 

前期（自 2017年8月1日 至 2018年1月31日） 

 

            （単位：千円） 

  投資主資本 

  出資総額 剰余金 

投資主資本
合計 

 

出資総額 

出資総額控除額 
出資総額
（純額） 

当期未処分
利益又は当
期未処理損
失（△） 

剰余金合計 
 

一時差異等
調整引当額 

出資総額控
除額合計 

当期首残高 3,725,417 - - 3,725,417 19,821 19,821 3,745,238 

当期変動額              

剰余金の配当         - - - 

一時差異等調整引当額
による利益超過分配 

  △19,796 △19,796 △19,796     △19,796 

当期純利益         112,412 112,412 112,412 

投資主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

             

当期変動額合計 - △19,796 △19,796 △19,796 112,412 112,412 92,616 

当期末残高 
※１ 

3,725,417 
△19,796 △19,796 3,705,621 132,233 132,233 3,837,854 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △60,252 △60,252 3,684,985 

当期変動額      

剰余金の配当     - 

一時差異等調整引当額
による利益超過分配 

    △19,796 

当期純利益     112,412 

投資主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

7,605 7,605 7,605 

当期変動額合計 7,605 7,605 100,221 

当期末残高 △52,647 △52,647 3,785,207 
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当期（自 2018年2月1日 至 2018年7月31日） 

 

            （単位：千円） 

  投資主資本 

  出資総額 剰余金 

 

出資総額 

出資総額控除額 
出資総額
（純額） 

当期未処分
利益又は当
期未処理損
失（△） 

剰余金合計 
 

一時差異等
調整引当額 

その他の出
資総額控除

額 

出資総額控
除額合計 

当期首残高 3,725,417 △19,796 - △19,796 3,705,621 132,233 132,233 

当期変動額              

新投資口の発行 2,865,338       2,865,338    

剰余金の配当           △79,559 △79,559 

一時差異等調整引当額
による利益超過分配 

  △32,813   △32,813 △32,813    

その他の利益超過分配     △23,123 △23,123 △23,123    

当期純利益           134,923 134,923 

投資主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

             

当期変動額合計 2,865,338 △32,813 △23,123 △55,937 2,809,400 55,363 55,363 

当期末残高 
※１ 

6,590,755 
△52,610 △23,123 △75,733 6,515,022 187,597 187,597 

 

         

  投資主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
 

投資主資本
合計 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 3,837,854 △52,647 △52,647 3,785,207 

当期変動額        

新投資口の発行 2,865,338     2,865,338 

剰余金の配当 △79,559     △79,559 

一時差異等調整引当額
による利益超過分配 

△32,813     △32,813 

その他の利益超過分配 △23,123     △23,123 

当期純利益 134,923     134,923 

投資主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

  3,674 3,674 3,674 

当期変動額合計 2,864,764 3,674 3,674 2,868,438 

当期末残高 6,702,619 △48,973 △48,973 6,653,645 
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（４）金銭の分配に係る計算書

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

Ⅰ．当期未処分利益 132,233,596円 187,597,294円 

Ⅱ．利益超過分配金加算額 55,937,205円 93,760,812円 

うち一時差異等調整引当額 

うち出資総額控除額 

32,813,721円 

23,123,484円 

－ 

93,760,812円 

Ⅲ．出資総額組入額 － 3,674,027円 

うち一時差異等調整引当額戻入額 － 3,674,027円 

Ⅳ．分配金の額 135,496,962円 228,700,359円 

（投資口１口当たり分配金の額） (3,258円) (3,249円) 

うち利益分配金 79,559,757円 134,939,547円 

（うち１口当たり利益分配金） (1,913円) (1,917円) 

うち一時差異等調整引当額 32,813,721円 － 

（うち１口当たり利益超過分配金（一

時差異等調整引当額に係るもの）） 

うちその他の利益超過分配金 

（うち１口当たり利益超過分配金（そ

の他の利益超過分配金に係るもの）） 

 

(789円) 

 

23,123,484円 

 

(556円) 

 

－ 

 

93,760,812円 

 

（1,332円） 

Ⅳ．次期繰越利益 52,673,839円 48,983,720円 

分配金の額の算出方法 

 本投資法人の規約第37条第１項に定める

分配方針に基づき、租税特別措置法第67条

の15第１項に規定される本投資法人の配当

可能利益の額の100分の90に相当する金額

を超えて分配することといたします。利益

分配金（利益超過分配金は含みません。）

については、租税特別措置法第67条の15第

１項の適用により、利益分配金の最大額が

損金算入されることを企図して、投資口１

口当たりの利益分配金が１円未満となる端

数部分を除いた、投資信託及び投資法人に

関する法律第136条第１項に定める利益の

概ね全額を分配することとし、この結果、

投資口１口当たりの利益分配金（利益超過

分配金は含みません。）を1,913円としま

した。 

 本投資法人の規約第37条第２項に定める

利益を超えた金銭の分配の方針に基づき、

純資産控除項目（投資法人の計算に関する

規則第２条第２項第30号ロに定めるものを

いいます。）が分配金に与える影響を考慮

して、純資産控除項目に相当する金額とし

て本投資法人が決定する金額による利益超

過分配を行います。当期における繰延ヘッ

ジ会計の適用により繰延ヘッジ損失による

純資産の評価差額△52,647,600円が発生し

た結果、投資口１口当たりの一時差異等調

整引当額（投資法人の計算に関する規則第

２条第2項第30号に定めるものをいいま

す。）の分配金を789円としました。ま

た、その他の利益超過分配を23,123,484円

行うこととし、投資口１口当たりのその他

の利益超過分配金を556円としました。 

 

 本投資法人の規約第37条第１項に定める

分配方針に基づき、分配金額は利益の金額

を限度とし、かつ租税特別措置法第67条の

15第１項に規定される本投資法人の配当可

能利益の額の100分の90に相当する金額を

超えて分配することといたします。利益分

配金（利益超過分配金は含みません。）に

ついては、租税特別措置法第67条の15第1

項の適用により、利益分配金の最大額が損

金算入されることを企図して、投資口1口

当たりの利益分配金が1円未満となる端数

部分を除いた、投資信託及び投資法人に関

する法律第136条第1項に定める利益から一

時差異等調整引当額の戻入れ額を控除した

額の概ね全額を分配することとし、この結

果、投資口1口当たり利益分配金（利益超

過分配金は含みません。）を1,917円とし

ました。本投資法人の規約第37条第２項に

定める利益を超えた金銭の分配の方針に基

づき、その他の利益超過分配を93,760,812

円行うこととし、投資口1口当たりのその

他の利益超過分配金を1,332円としました。 
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（５）キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 113,125 135,801 

減価償却費 173,286 278,609 

創立費償却 804 804 

投資口交付費 - 54,738 

受取利息 △1 △2 

支払利息 25,061 35,822 

営業未収入金の増減額（△は増加） 5,426 △2,048 

前払費用の増減額（△は増加） △3,707 △34,236 

長期前払費用の増減額（△は増加） 7,518 △63,659 

未払金の増減額（△は減少） 9,132 31,549 

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,991 15,746 

預り金の増減額（△は減少） △3,442 2,352 

小計 323,212 455,479 

利息の受取額 1 2 

利息の支払額 △24,767 △33,987 

法人税等の支払額 △1,307 △703 

営業活動によるキャッシュ・フロー 297,138 420,791 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △584 △5,723,695 

無形固定資産の取得による支出 △600 △183,127 

差入保証金の差入による支出 - △3,533 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,184 △5,910,356 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 - 445,000 

短期借入金の返済による支出 - △445,000 

長期借入れによる収入 - 3,543,000 

長期借入金の返済による支出 △144,493 △378,727 

投資口の発行による収入 - 2,810,599 

分配金の支払額 △19,796 △135,496 

財務活動によるキャッシュ・フロー △164,290 5,839,375 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 131,664 349,809 

現金及び現金同等物の期首残高 245,404 377,068 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 377,068 ※１ 726,877 
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（６）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。 

 

（７）重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．固定資産の減価償却方法 ①有形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、耐用年数は以下のとおりです。 

 機械及び装置  22年～24年 

②無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、耐用年数は以下のとおりです。 

 ソフトウエア  ５年 

③長期前払費用 

定額法を採用しています。 

2．繰延資産の処理方法 創立費 

定額法（５年）により償却しています。 

 投資口交付費

発生時に全額費用計上しています。

なお、2018年2月15日付一般募集による新投資口の発行は引受証券会社が発

行価額で引受を行い、これを発行価額と異なる募集価格で一般投資家に販

売する買取引受契約（「スプレッド方式」といいます。）によっていま

す。「スプレッド方式」では、募集価格と発行価額との差額は引受証券会

社の手取金であり、引受証券会社に対する事実上の引受手数料となること

から本投資法人から引受証券会社への引受手数料の支払いはありません。

3．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 

 保有するインフラ資産等に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産税等 

 については、賦課決定された税額のうち当該計算期間に対応する額を賃貸 

 費用として費用処理する方法を採用しています。 

 なお、インフラ資産等の取得に伴い、譲渡人等に支払う固定資産税等の精 

 算金（いわゆる「固定資産税等相当額」）は賃貸費用として計上せず、当 

 該インフラ資産等の取得価格に算入しています。 

 当期においてインフラ資産等の取得原価に算入した固定資産税等相当額は 

 5,289千円です。 

4．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金金利 

③ヘッジ方針 

本投資法人は、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき、投資法人規

約に規定するリスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を行っておりま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することによ

り、ヘッジの有効性を評価しております。 

5．キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許 

現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の 

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限 

の到来する短期投資からなっています。 

6．消費税等の処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 
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[追加情報］

[一時差異等調整引当額の引当て及び戻入れに関する注記］ 

前期（自 2017年7月1日 至 2018年1月31日） 

１．引当ての発生事由、発生した資産等及び引当額 

    （単位：千円） 
 

発生した資産等 引当ての発生事由 一時差異等調整引当額 

繰延ヘッジ損益 金利スワップ評価損の発生 32,813 

 

２．戻入れの具体的な方法

      繰延ヘッジ損益

       ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻し入れる予定です。

 

当期（自 2018年2月1日 至 2018年7月31日） 

１．戻入れの発生事由、発生した資産等及び戻入れ額 

（単位：千円） 

発生した資産等 戻入れの発生事由 一時差異等調整引当額 

繰延ヘッジ損益 デリバティブ取引の時価の変動 △3,674 

 

２．戻入れの具体的な方法 

      繰延ヘッジ損益

       ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻し入れる予定です。
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（８）財務諸表に関する注記事項

［貸借対照表に関する注記］ 

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める最低純資産額 

  （単位:千円） 
 

前期 
2018年1月31日 

当期 
2018年7月31日 

50,000 50,000 

 

※２．担保に供している資産及び担保を付している債務

担保に供している資産は次のとおりです。 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

2018年1月31日 
当期 

2018年7月31日 

現金及び預金 376,717 725,266 

営業未収入金 772 2,820 

機械及び装置 7,757,963 13,047,890 

土地 131,417 423,965 

借地権 382,400 565,527 

合計 8,649,270 14,765,470 

   担保付債務は次のとおりです。 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

2018年1月31日 
当期 

2018年7月31日 

１年内返済予定の長期借入金 288,987 489,515 

長期借入金 4,409,518 7,373,263 

合計 4,698,506 7,862,778 

 

※３．一時差異等調整引当額

前期（自 2017年8月1日 至 2018年1月31日）

１．引当て、戻入れの発生事由、発生した資産等及び引当額 

（単位：千円） 

発生した

資産等

引当ての

発生事由

当初 

発生額

当期首 

残高

当期 

引当額

当期 

戻入額

当期末 

残高

戻入れの 

発生事由

繰延ヘッジ

損益

金利スワップ 

評価損の発生
19,796 － 19,796 － 19,796 － 

 

２．戻入れの具体的な方法

      繰延ヘッジ損益

     ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻し入れる予定です。 

 

当期（自 2018年2月１日 至 2018年7月31日） 

１．引当て、戻入れの発生事由、発生した資産等及び引当額 

（単位：千円） 

発生した

資産等

引当ての

発生事由

当初 

発生額

当期首 

残高

当期 

引当額

当期 

戻入額

当期末 

残高

戻入れの 

発生事由

繰延ヘッジ

損益

金利スワップ 

評価損の発生
52,610 19,796 32,813 － 52,610 － 

 

２．戻入れの具体的な方法 

      繰延ヘッジ損益

     ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻し入れる予定です。 
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［損益計算書に関する注記］ 

※１．再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業損益の内訳 

 
  （単位:千円） 

 

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

     

Ａ．再生可能エネルギー発電設備等の賃貸事業収益    

   再生可能エネルギー発電設備等の賃貸収入    

   （基本賃料） 410,916 654,742 

   （変動賃料） 

   （付帯収入） 

5,907 

3 

2,786 

19 

   再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業収益合計 416,826 657,548 

     

Ｂ．再生可能エネルギー発電設備等の賃貸事業費用    

   再生可能エネルギー発電設備等の賃貸費用    

   （公租公課） - 20,784 

   （修繕費） 

   （保険料） 

585 

2,955 

225 

4,108 

   （減価償却費） 172,425 277,739 

   （支払地代） 13,255 16,992 

   再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業費用合計 189,221 319,849 

     

Ｃ．再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 227,605 337,698 

     

 

［投資主資本等変動計算書に関する注記］ 

 ※１ 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

発行可能投資口総口数 10,000,000口 10,000,000口 

発行済投資口の総口数 41,589口 70,391口 

 

 

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］ 

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                           （単位：千円） 

 
 

前期 
自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

現金及び預金 377,068 726,877 

現金及び現金同等物 377,068 726,877 
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［リース取引に関する注記］ 

オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料 

    （単位:千円） 
 

 
前期 

2018年1月31日 
当期 

2018年7月31日 

１年内 817,361 1,357,585 

１年超 6,475,749 10,589,681 

合計 7,293,111 11,947,267 

 

［金融商品に関する注記］ 

1．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

本投資法人は、中長期にわたる安定した収益の確保を目指して、主として太陽光発電設備等の特定資産

に投資して運用を行います。資金調達については、主に投資口の発行、借入れ又は投資法人債の発行を行

う方針です。デリバティブ取引は将来の金利の変動等によるリスク回避を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。また、余資の運用については、安全性と換金性を考慮し、金融環境及び資金

繰りを十分に勘案した上で、過剰なリスクを負わないよう慎重に行うものとしています。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

長期借入金は、運用資産の取得に係る資金調達であり、金利変動リスクや流動性リスク等にさらされて

いますが、借入期間及び金利形態のバランス、並びに借入先の分散を図るとともに、有利子負債比率の上

限を原則60％にする等、各種指標を適切に管理することにより、当該リスクを軽減しています。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等

によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

2018年1月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。 
 

      （単位：千円） 
 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 377,068 377,068 － 

資産合計 377,068 377,068 － 

（２）１年内返済予定の長期借入金 288,987 288,987 － 

（３）長期借入金 4,409,518 4,409,518 － 

負債合計 4,698,506 4,698,506 － 

（４）デリバティブ取引 ※ (52,647) (52,647) － 
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2018年7月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。 
 

      （単位：千円） 
 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 726,877 726,877 － 

資産合計 726,877 726,877 － 

（２）１年内返済予定の長期借入金 489,515 489,515 － 

（３）長期借入金 7,373,263 7,373,263 － 

負債合計 7,862,778 7,862,778 － 

（４）デリバティブ取引 ※ (48,973) (48,973) － 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、( )で示して   

います。 

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

（１）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

負債 

（２）１年内返済予定の長期借入金、（３）長期借入金 

変動金利による長期借入金は、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によ

っています。 

     （４）デリバティブ取引 

 後記22ページ「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。 

 

（注２）金銭債権の決算日（2018年1月31日）後の償還予定額 

（単位：千円） 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 ５年超 

 現金及び預金 377,068 ― ― ― ― ― 

合計 377,068 ― ― ― ― ― 

 

金銭債権の決算日（2018年7月31日）後の償還予定額 

（単位：千円） 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 ５年超 

 現金及び預金 726,877 ― ― ― ― ― 

合計 726,877 ― ― ― ― ― 

 
（注３）長期借入金の決算日（2018年1月31日）後の返済予定額 

（単位：千円） 

  １年以内 １年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

 長期借入金 288,987 288,987 288,987 288,987 288,987 3,253,568 

合計 288,987 288,987 288,987 288,987 288,987 3,253,568 

 

長期借入金の決算日（2018年7月31日）後の返済予定額 

（単位：千円） 

  １年以内 １年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

 長期借入金 489,515 489,515 489,515 489,515 489,515 5,415,202 

合計 489,515 489,515 489,515 489,515 489,515 5,415,202 
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［有価証券に関する注記］ 

前期（2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（2018年7月31日） 

該当事項はありません。 

 

［デリバティブ取引に関する注記］ 

1．ヘッジ会計が適用されていないもの 

前期（2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（2018年7月31日） 

該当事項はありません。 

 

2．ヘッジ会計が適用されているもの 

前期（2018年1月31日） 

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額は、次のとおりです。 

            （単位：千円） 
 

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ 
取引の種類 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等（注） 
時価 

当該時価の 
算定方法 

  うち１年超 

原則的 

処理方法 

金利スワップ取引 

変動受取 

固定支払 

長期借入金 2,390,000 2,243,000 △52,647 

取引先金融機関か

ら提示された価格

等によっている 

（注）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 

 

当期（2018年7月31日） 

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額は、次のとおりです。 

            （単位：千円） 
 

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ 
取引の種類 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等（注） 
時価 

当該時価の 
算定方法 

  うち１年超 

原則的 

処理方法 

金利スワップ取引 

変動受取 

固定支払 

長期借入金 2,316,500 2,169,500 △48,973 

取引先金融機関か

ら提示された価格

等によっている 

（注）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 

 

［退職給付に関する注記］ 

前期（2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（2018年7月31日） 

該当事項はありません。 
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［税効果会計に関する注記］ 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

 

    （単位：千円） 
 

 
前期 

2018年1月31日 
当期 

2018年7月31日 

繰延税金資産    

  未払事業税損金不算入額 11 13 

  繰延ヘッジ損益 16,631 15,470 

  資産除去債務 64,097 107,223 

  繰延税金資産小計 80,740 122,707 

  評価性引当額 △16,631 △15,470 

  繰延税金資産合計 64,108 107,237 

繰延税金負債    

  資産除去債務に対応する有形固定資産 △64,097 △107,223 

  繰延税金負債合計 △64,097 △107,223 

繰延税金資産の純額 11 13 

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 
前期 

2018年1月31日 
当期 

2018年7月31日 

法定実効税率 31.74％ 31.74％ 

（調整）    

支払分配金の損金算入額 △31.53％ △31.54％ 

その他 0.42％ 0.45％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.63％ 0.65％ 

 

［持分法損益等に関する注記］ 

前期（2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（2018年7月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

［関連当事者との取引に関する注記］ 

1．親会社及び法人主要投資主等 

前期（自 2017年8月1日  至 2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（自 2018年2月1日  至 2018年7月31日） 

該当事項はありません。 

 

2．関連会社等 

前期（自 2017年8月1日  至 2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（自 2018年2月1日  至 2018年7月31日） 

該当事項はありません。 
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3．兄弟会社等 

前期（自 2017年8月1日  至 2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（自 2018年2月1日  至 2018年7月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

4．役員及び個人主要投資主等 

前期（自 2017年8月1日  至 2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（自 2018年2月1日  至 2018年7月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

［企業結合に関する注記］ 

前期（自 2017年8月1日  至 2018年1月31日） 

該当事項はありません。 

 

当期（自 2018年2月1日  至 2018年7月31日） 

該当事項はありません。 

 

［資産除去債務に関する注記］ 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

本投資法人の資産の一部は、土地所有者と借地契約を締結しており、借地契約に伴う原状回復義務に関し

て資産除去債務を計上しております。 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

当該資産の使用期間を当該資産の耐用年数（22年～24年）と見積り、割引率は0.0％を使用して資産除去

債務の金額を算定しています。 

３．当該資産除去債務の総額の増減 

  （単位：千円） 
 

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

期首残高 202,904 202,904 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 136,518 

時の経過による調整額 － － 

資産除去債務の履行による減少額 － － 

期末残高 202,904 339,423 
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［賃貸等不動産に関する注記］ 

 本投資法人は、再生可能エネルギー発電設備等を保有しています。これらの貸借対照表計上額、当期増減額及び

期末評価額は、以下のとおりです。 

    （単位：千円） 
 

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

貸借対照表計上額（注２）    

  期首残高 8,443,622 8,271,780 

  当期増減額 △171,841 5,765,603 

  期末残高 8,271,780 14,037,383 

期末評価額（注３） 8,763,000 14,798,500 

（注1）本投資法人の保有している不動産は、再生可能エネルギー発電設備の用に供する不動産であるため、貸借対照表計上額及び期末評

価額については、再生可能エネルギー発電設備及び不動産の一体の金額を記載しております。 

（注2）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注3）PwCサステナビリティ合同会社より取得した価格時点を各期末日とするバリュエーションレポートに記載されたレンジによる評価額

から、本投資法人が投資法人規約第35条第２項第１号に従い算出した中間値の合計額を記載しております。 

 

 なお、再生可能エネルギー発電設備等に関する2018年1月期（第2期）及び2018年7月期（第3期）における損益

は、前記19ページ「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。 

 

[セグメント情報等に関する注記] 

（セグメント情報） 

本投資法人は、再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。 

 

（関連情報） 

前期（自 2017年8月1日  至 2018年1月31日） 

(1) 製品及びサービスに関する情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しています。 

 

(2) 地域に関する情報 

① 営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略していま

す。 

② 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。 

 

(3) 主要な顧客に関する情報 

    （単位：千円） 
 

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名 

日本再生可能エネルギー 

オペレーター合同会社 
416,823 

再生可能エネルギー発電設備等 

賃貸事業 
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当期（自 2018年2月1日  至 2018年7月31日） 

(1) 製品及びサービスに関する情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しています。 

 

(2) 地域に関する情報 

① 営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略していま

す。 

② 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。 

 

(3) 主要な顧客に関する情報 

    （単位：千円） 
 

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名 

日本再生可能エネルギー 

オペレーター合同会社 
657,528 

再生可能エネルギー発電設備等 

賃貸事業 

 

[１口当たり情報に関する注記］ 

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

１口当たり純資産額 91,015円 94,524円 

１口当たり当期純利益 2,703円 1,985円 

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数による加重平均投資口数で除することにより算定しています。 

    また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。 

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
前期 

自 2017年8月 1日 
至 2018年1月31日 

当期 
自 2018年2月 1日 
至 2018年7月31日 

当期純利益（千円） 112,412 134,923 

普通投資主に帰属しない金額（千円） － － 

普通投資口に係る当期純利益（千円） 112,412 134,923 

期中平均投資口数（口） 41,589 67,979 

 

[重要な後発事象に関する注記］ 

 １．新投資口の発行 

 本投資法人は、2018年7月20日及び2018年7月31日開催の本投資法人役員会において、新投資口の発行に関し決

議いたしました。なお、2018年8月7日及び2018年9月5日にそれぞれ払込が完了しております。この結果、2018年

9月5日付で出資総額9,034,495千円、発行済投資口の総口数は、95,766口となっております。 

 

（１）公募による新投資口の発行（一般募集） 

・発行新投資口数              24,167口 

・発行価格（募集価格）        １口当たり金100,425円 

・発行価格（募集価格）の総額  2,426,970,975円 

・発行価額（払込金額）        １口当たり金96,305円 

・発行価額（払込金額）の総額  2,327,402,935円 

・払込期日                    2018年8月7日 

・調達する資金の使途          一般募集における手取金については、本投資法人が取得する特定資産の取 

               得資金の一部に充当しております。 
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（２）第三者割当による新投資口の発行 

・発行新投資口数              1,208口 

・発行価額（払込金額）        １口当たり金96,305円 

・発行価額（払込金額）の総額  116,336,440円 

・割当先及び割当投資口数      ＳＭＢＣ日興証券株式会社  1,208口 

・払込期日                    2018年9月5日 

・調達する資金の使途          第三者割当による新投資口の発行の手取金については、借入金返済資金の 

               一部に充当する予定です。 

 

なお、上記の新投資口の発行による発行済投資口の総口数の推移は以下のとおりです。 

・2018年7月31日現在の発行済投資口の総口数            70,391口 

・一般募集に係る新投資口の発行による増加投資口数     24,167口 

・第三者割当に係る新投資口の発行による増加投資口数    1,208口 

・上記新投資口の発行後の発行済投資口の総口数         95,766口 

 

 ２．資金の借入れ 

 本投資法人は、2018年8月10日付で、下記のとおり、資金の借入れを行いました。この借入金は、下記「３．

資産の取得」に記載した新規取得資産の取得資金及びそれに関連する諸費用（消費税及び地方消費税を含みま

す。）の一部に充当しております。 

区分 借入先
借入金額 

(百万円) 

利率

(注2) 

借入

実行日

最終返済

期日

返済

方法
担保

短期

(注1)

株式会社三井住友銀行 

株式会社あおぞら銀行 
460

６ヶ月物 
の日本円 
TIBORに 
0.2％を 

加えた利率 
(注3） 

2018年 
8月10日 

2019年 
1月31日 

返済期日に 
一括返済 

有担保 

無保証 

長期

(注1)

株式会社東京スター銀行 

株式会社常陽銀行 

株式会社北陸銀行 

株式会社りそな銀行 

第一生命保険株式会社 

4,000

３ヶ月物 
の日本円 
TIBORに 
0.7％を 

加えた利率 
(注4） 

2018年 
8月10日 

2028年 
8月9日 

一部分割返済
有担保 

無保証 

（注1）短期借入金とは融資実行日から最終返済期日までの期間が1年以下である借入れをいい、長期借入金とは最終返済期日までの期間 
    が1年超である借入れをいいます。 
（注2）融資手数料等は含まれません。 
（注3）基準金利は、借入実行日の2営業日前における一般社団法人全銀協TIBOR運営機関が公表する6ヶ月日本円TIBORとなります。日本 
    円TIBORについては、一般社団法人全銀協TIBOR運営機関のホームページ（http://www.jbatibor.or.jp/）でご確認いただけます。 
（注4）各利払期日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利は、借入実行日又は利息計算期間の初日の2営業日前における一般社団法 
    人全銀協TIBOR運営機関が公表する3ヶ月日本円TIBORとなります。かかる基準金利は、各利払期日毎に見直されます。日本円TIBOR 
    については、一般社団法人全銀協TIBOR運営機関のホームページ（http://www.jbatibor.or.jp/）でご確認いただけます。 

 

 ３．資産の取得 

 本投資法人は、2018年8月10日付で以下の再生可能エネルギー発電設備等を取得しました。 

物件番号 物件名称 所在地
取得価格（百万円）

（注）

S-18 北海道芦別市1号・2号・3号太陽光発電所 北海道芦別市 1,517

S-19 北海道苫小牧市柏原太陽光発電所 北海道苫小牧市 837

S-20 宮城泉区実沢太陽光発電所 宮城県仙台市泉区 1,079

S-21 三重伊勢市赤目太陽光発電所 三重県伊勢市 846

S-22 三重伊勢市岡山太陽光発電所 三重県伊勢市 351

S-23 三重平生太陽光発電所 三重県度会郡度会町 265

S-24 一関市金沢第二太陽光発電所 岩手県一関市 866

S-25 宮城登米市米川太陽光発電所 宮城県登米市 270

合計（8物件） 6,031

（注）「取得価格」は、各取得資産に係る売買契約に記載された売買金額（資産取得に関する業務委託報酬等の取得経費、固定資産税、都市計

画税、消費税等相当額及びその他手数料等を除きます。）を、百万円未満を切捨てて記載しています。 
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（９）発行済投資口の総口数の増減

本投資法人設立以降2018年7月31日までの出資総額及び発行済投資口の総口数の増減は、以下のとおりです。 

年月日 摘要 

出資総額（百万円） 
(注1) 

発行済投資口の総口数 
（口） 

備考 

増減 残高 増減 残高 

2016年8月2日 私募設立 150 150 1,500 1,500 (注2) 

2017年3月28日 公募増資 3,490 3,640 39,140 40,640 (注3) 

2017年4月26日 第三者割当増資 84 3,725 949 41,589 (注4) 

2018年2月15日 公募増資 2,732 6,458 27,470 69,059 (注5) 

2018年3月12日 第三者割当増資 132 6,590 1,332 70,391 (注6) 

2018年4月23日 
利益を超える 

金銭の分配 
△23 6,567 － 70,391 (注7) 

(注1)  一時差異等調整引当額に係る利益超過分配金の実施に伴う出資総額控除額は考慮していません。 

(注2)  本投資法人の設立に際して、1口当たり発行価格100,000円で投資口を発行しました。 

(注3)  １口当たり発行価格93,000円（発行価額89,187円）にて新規物件の取得資金の調達等を目的とした公募により新投資口 

    を発行しました。 

(注4)  １口当たり発行価額89,187円にて、第三者割当による新投資口の発行を行いました。 

(注5)  １口当たり発行価格103,740円（発行価額99,484円）にて新規物件の取得資金の調達等を目的とした公募により新投資口 

    を発行しました。 

(注6)  １口当たり発行価額99,484円にて、第三者割当による新投資口の発行を行いました。 

(注7)  2018年3月13日開催の本投資法人役員会において第2期（2018年1月期）に係る金銭の分配として、1口当たり556円の利益を超 

    える金銭の分配を行うことを決議し、同年4月23日よりその支払を開始しました。 
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４．役員の異動

（１）投資法人の役員の異動 

当期中に投資法人の役員の異動はありません。 

 

（２）管理会社の役員の異動 

当期中に管理会社の役員の異動はありません。 
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５．参考情報

 

（１）投資状況

当期(2018年7月31日）

資産の種類
保有総額

（注1）（千円）
資産総額に対する比率

（注2）（％）

再生可能エネルギー発電設備 13,047,890 86.9

不動産 423,965 2.8

借地権 565,527 3.8

再生可能エネルギー発電設備等計 14,037,383 93.5

預金・その他資産 974,749 6.5

資産総額計 15,012,133 100.0

   （注1）保有総額は貸借対照表計上額によっています。 

   （注2）資産総額に対する比率は、小数点第2位を四捨五入して記載しております。

 

（２）投資資産の主要なもの

    再生可能エネルギー発電設備（帳簿価額上位10物件）

当期(自 2018年2月1日  至 2018年7月31日）

名称 
営業収益 
（千円） 

帳簿価額 
（百万円） 

一関市金沢太陽光発電所 189,382 3,894 

大分県宇佐市1号・2号

      太陽光発電所（注）
68,848 1,604 

山元第一太陽光発電所（注） 41,784 1,043 

東洋町メガソーラー発電所 46,537 845 

岡山高梁太陽光発電所 37,107 734

伊勢市柏町西ノ野太陽光発電所 35,881 700 

津高野尾太陽光発電所 37,716 696 

松阪市飯高町太陽光発電所(南北) 32,189 602 

鈴鹿市住吉町Ａ・Ｂ 

      太陽光発電所（注）
23,024 598 

亀山市白木町太陽光発電所（注） 22,859 586 

合 計 535,333 11,307 

   （注）当期の運用期間は181日ですが、大分県宇佐市1号・2号太陽光発電所、山元第一太陽光発電所、鈴鹿市住吉

      町Ａ・Ｂ太陽光発電所及び亀山市白木町太陽光発電所は、2018年2月21日に取得していますので、当該4物

      件の運用期間は161日です。 
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（３）再生可能エネルギー発電設備の稼働状況 

①月次売電収入実績 

（単位：千円） 

 
予想売電収入額 

（A） 
（注1） 

実績売電収入額 
（B） 

（注2） 

(B)／(A) 
（％） 
（注3） 

変動賃料額 

2018年2月（注4） 64,662 54,129 83 － 

2018年3月 107,313 101,936 94 － 

2018年4月 142,157 156,723 110 174 

2018年5月 157,428 157,828 100 － 

2018年6月 157,937 165,312 104 － 

2018年7月 133,239 151,786 113 2,611 

当期 計 ① 762,739 787,716 103 2,786 

前期 ② 408,375 416,781 102 5,907 

合計①＋② 1,171,114 1,204,497 102 8,693 

  （注1）各月の予想売電収入額は、近傍気象官署における20年間の日射量変動について統計分析を行い計算した超過 

      確率P（パーセンタイル）50の数値として「テクニカルレポート」に記載された各太陽光発電設備について、 

      その前月の予想発電電力量に各太陽光発電設備に適用される再生可能エネルギー特別措置法に定める調達価 

      格を乗じて算出した予想売電収入額の合計額をいいます。 

  （注2）各月の実績売電収入額は、その前月に売電された電力量に基づき、特定契約に従い電気事業者から支払われ 

      る電力量料金をいいます。 

  （注3）(B)／(A)は、小数点以下を切捨てて記載しております。

  （注4）本投資法人は2018年2月21日、太陽光発電所を9物件（14.035MW）取得しています。また、予想売電収入額と

      実績売電収入額は、当該9物件については、2018年2月21日から2018年2月28日までを記載しています。

 

  ②月次発電量実績 

  発電所数 
パネル出力 
（MW） 

予想発電量 
（kWh） 
（A） 
（注1） 

実績発電量 
（kWh） 
（B） 
（注2） 

(B)／(A) 
（％） 
（注3） 

2018年2月（注4） 17 35.8 1,765,525 1,467,981 83 

2018年3月 17 35.8 2,950,589 2,776,040 94 

2018年4月 17 35.8 3,913,541 4,293,184 109 

2018年5月 17 35.8 4,337,593 4,329,965 99 

2018年6月 17 35.8 4,353,598 4,540,462 104 

2018年7月 17 35.8 3,681,651 4,172,976 113 

当期 計 ① 17 35.8 21,002,497 21,580,608 102 

前期 ② 8 21.7 11,127,485 11,287,998 101 

合計①＋② － － 32,129,982 32,868,606 102 

 

  （注1）各月の予想発電量は、近傍気象官署における20年間の日射量変動について統計分析を行い計算した超過確率 

      P（パーセンタイル）50の数値として「テクニカルレポート」に記載された各太陽光発電設備について、そ 

      の前月の予想発電量の合計をいいます。 

  （注2）各月の実績発電量は、その前月に売電された発電量をいいます。 

  （注3）(B)／(A)は、小数点以下を切捨てて記載しております。

  （注4）本投資法人は2018年2月21日、太陽光発電所を9物件（14.035MW）取得しています。また、予想発電量と実績

      発電量は、当該9物件については、2018年2月21日から2018年2月28日までを記載しています。
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（４）個別再生可能エネルギー発電設備の収支状況 

当期（自 2018年2月1日  至 2018年7月31日） 

                （単位：千円） 
 

  合計 S-01 S-02 S-03 S-04 S-05 S-06 S-07 S-08 

    
一関市金
沢太陽光
発電所 

伊勢市柏
町西ノ野
太陽光発

電所 

東洋町メ
ガソーラ
ー発電所 

気仙沼市
本吉町太
陽光発電

所 

松阪市飯
高町太陽
光発電所
(南北) 

佐田太陽
光発電所 

岡山高梁
太陽光発

電所 

津高野尾
太陽光発

電所 

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸収
入                   

（基本賃料） 654,742 188,214 35,873 46,537 18,922 31,846 13,215 36,837 37,233 

（変動賃料） 2,786 1,168 8 - 0 343 119 269 483 

（付帯収入） 19 - - - - - - - - 

再生可能エネルギー発電設備等賃貸事
業収入（Ａ） 657,548 189,382 35,881 46,537 18,923 32,189 13,335 37,107 37,716 

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸費
用                   

（租税公課） 20,784 9,513 1,759 1,895 951 1,539 717 2,171 2,236 

（修繕費） 225 79 - 105 - 39 - - - 

（保険料） 4,108 1,758 189 188 96 178 63 157 157 

（減価償却費） 277,739 81,424 14,469 19,836 7,997 13,391 4,758 14,591 15,956 

（支払地代） 16,992 4,523 1,603 1,785 332 2,231 592 - 1,999 

再生可能エネルギー発電設備等賃貸事
業費用（Ｂ） 319,849 97,299 18,022 23,810 9,378 17,380 6,132 16,920 20,350 

再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業
損益（Ａ－Ｂ） 337,698 92,083 17,859 22,727 9,545 14,809 7,202 20,187 17,366 

 

  S-09 S-10 S-11 S-12 S-13 S-14 S-15 S-16 S-17 

  

北斗市本
町太陽光
発電所 
（注） 

山元第一
太陽光発

電所 
（注） 

神栖太陽
光発電所 
（注） 

亀山市白
木町太陽
光発電所 
（注） 

鈴鹿市住
吉町Ａ・
Ｂ太陽光
発電所 
（注） 

山神太陽
光発電所 
（注） 

豊田田籾
太陽光発

電所 
（注） 

大分県宇
佐市1号・
2号太陽光
発電所 
（注） 

多気町野
中太陽光
発電所 
（注） 

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸収
入                   

（基本賃料） 19,990 41,784 20,402 22,859 23,019 10,109 21,169 68,836 17,890 

（変動賃料） - - 219 - 4 101 53 12 - 

（付帯収入） - - 19 - - - - - - 

再生可能エネルギー発電設備等賃貸事
業収入（Ａ） 

19,990 41,784 20,641 22,859 23,024 10,211 21,223 68,848 17,890 

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸費
用                   

（租税公課） - - - - - - - - - 

（修繕費） - - - - - - - - - 

（保険料） 129 226 109 122 137 58 115 306 112 

（減価償却費） 8,616 16,502 9,092 10,114 9,981 2,564 9,261 31,718 7,460 

（支払地代） 793 - 678 597 0 608 - 282 962 

再生可能エネルギー発電設備等賃貸事
業費用（Ｂ） 

9,539 16,729 9,880 10,834 10,120 3,231 9,376 32,307 8,536 

再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業
損益（Ａ－Ｂ） 10,450 25,054 10,760 12,025 12,904 6,979 11,846 36,541 9,354 

（注）当期の運用期間は181日ですが、北斗市本町太陽光発電所、山元第一太陽光発電所、神栖太陽光発電所、亀山市白木町太陽光発電所、鈴鹿 

   市住吉町Ａ・Ｂ太陽光発電所、山神太陽光発電所、豊田田籾太陽光発電所、大分県宇佐市1号・2号太陽光発電所及び多気町野中太陽光発 

   電所は、2018年2月21日に取得していますので、当該9物件の運用期間は161日です。 
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